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高効率な水素製造を可能にするイオン交換膜型ブンゼン反応器を開発 

－ 高温熱を利用し CO２フリー水素を製造する膜分離新ＩＳプロセス実用化の第一歩 － 
 

【発表のポイント】 
●高温熱を利用しCO₂フリー水素を高効率に製造する膜分離新ＩＳプロセスの実用化に必須となる 
イオン交換膜型ブンゼン反応器の開発に成功 
●水素イオンを効率的かつ選択的に透過するイオン交換膜を開発 
●イオン交換膜型ブンゼン反応器の大幅な省電力となる陽極電極触媒を開発 
 

 

芝浦工業大学(学長 村上雅人。以下「芝浦工大」)の野村幹弘教授、今林慎一郎教授、国立研究開

発法人量子科学技術研究開発機構(理事長 平野俊夫。以下「量研機構」)の八巻徹也上席研究員、澤

田真一主任研究員らは共同で、熱化学反応で水から水素を製造するＩＳプロセスの高効率化が期待さ

れるイオン交換膜型ブンゼン反応（以下「膜ブンゼン反応」）方式の実用化を目的とし、新たに開発した

イオン交換膜と電極触媒を用いた反応器を開発し、目標とする反応条件での実験に成功しました。 

ＩＳプロセスは、ヨウ素（I）と硫黄（S）を循環物質とした熱化学反応サイクルにより、水を分解して水素

と酸素に変換する技術です。二酸化炭素（CO２）を排出することなく、高温熱を利用して水素を製造す

る方法として期待されています。プロセスの最初に位置するブンゼン反応は、大量の循環物質を必要

としますが、その解決策として膜ブンゼン反応方式が検討されてきました。しかし、既存のイオン交換

膜では水素イオンの選択的な透過性が十分でない問題がありました。また、陽極側の電極触媒にて消

費される電力が大きいことも問題でした。 

このたび芝浦工大及び量研機構は、放射線を利用した高分子グラフトおよび架橋技術を用いて、網

目構造を持つ新しいイオン交換膜を開発し、水の透過を既存の膜より６０％削減し、さらに水素イオン

の輸率をほぼ１．０と理論限界レベルに高め、水素イオンの選択的かつ効率的な透過を可能にしまし

た。また、芝浦工大は、新たに開発した貴金属複合触媒を陽極とする膜ブンゼン反応器を動作させて、

陽極の消費電力が従来から半減することを確認しました。 

これらの成果に基づき、太陽熱を利用する場合の膜分離新ＩＳプロセス全体のエネルギー計算を行

った結果、太陽熱発電と水電解水素製造の組み合わせよりも１０ポイント以上も効率が向上することが

分かりました。今後、イオン交換膜・電極触媒の耐久性向上、エネルギー低減に向けたさらなる改良な

どの実用化研究を進め、CO2フリーで高効率な水素製造・供給インフラへの貢献を目指していきます。 

この技術の詳細は、2017年 3月 6日から、芝浦工業大学 豊洲キャンパスで開催される化学工学会

第 82年会で発表されます。 

本研究は、内閣府総合科学技術・イノベーション会議の戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）

「エネルギーキャリア」（管理法人：国立研究開発法人科学技術振興機構【理事長 濵口 道成】。以下

「ＪＳＴ」）の委託研究課題「熱利用水素製造」（研究責任者：国立研究開発法人日本原子力研究開発機

構 坂場 成昭）において実施されました。 

 

また、本研究の一部は平成２５年度ＪＳＴ 戦略的創造研究推進事業 先端的低炭素化技術開発（ＡＬ

ＣＡ）の委託研究「太陽熱を用いた革新的アンモニア製造技術の開発」において実施されました。 

 

 

【配布日時】 
平成29年3月2日（木）14：00 
配布と同時に解禁 

【本件リリース先】 
（資料配付） 

文部科学記者会、科学記者会 



 

【本件に関する問合せ先】 
芝浦工業大学 
（研究内容について） 
工学部応用化学科 野村幹弘 
TEL& FAX: 03-5859-8160 
工学部応用化学科 今林慎一郎 TEL: 03-5859-8159, FAX: 03-5859-8101 
（報道担当） 
経営企画部企画広報課 似鳥良子 TEL: 03-6722-2900, FAX:03-6722-2901 
 

 
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 
（研究内容について） 
量子ビーム科学研究部門 高崎量子応用研究所  
上席研究員 八巻徹也  TEL: 027-346-9126, FAX: 027-346-9385 
（報道担当） 
国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構 
経営企画部 広報課 広田耕一  TEL:043-206-3026, FAX: 043-206-4062 
 

 
国立研究開発法人科学技術振興機構（ＪＳＴ） 
（事業内容について） 
環境エネルギー研究開発推進部  
TEL: 03-3512-3543, FAX: 03-3512-3533 
（報道担当） 
総務部 広報課 
TEL:03-5214-8404 ,FAX: 03-5214-8432 
  


